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【１】

お亡しいところ、お時間をいただきありがとうございます。

さて、前回の厚労省と組合との支援費制度に関する交渉の中で、組合から、今後の支援費制度に対する、組合としてのその予算案の改正案を提案させていただきました。そのことについては、この一年間かけて、月一回程度で事務折衝をもって、どのような障害者の介護制度の保障額が適度なのか、ということについて、施設や事業所、グループホームその他を含めて、厚労省との事務折衝の中で、詰めていきたいと思います。

いずれにしても、予算という問題の中で、支援費制度そのものがぐらついています。厚労省の、支援費制度に出せる額の枠は決まっています。そのパイの中で、いかに全身性の自立という保障を組み立てていくか、を考える必要があると思います。

今から4～5年前は、厚労省のヘルパー予算については、そのときの厚労省のへルパー予算額のパイの中では、まだ黒字だったと思います。そこでは、介護保障からこぼれ落ちた人や、市区町村の福祉の現実に立ち遅れがあったことは、確かです。ですが、支援費制度ができて、たくさん救われたというけど、実際は、それはほんの一部ということです。

支援費制度ができて以降、逆に、厳しい介護時間に迫い詰められて、悲鳴をあげている地方から、組合に、相談の電話がたくさんかかってきています。4～5年前は、黒字で収まって安定していたものを、支援費制度以降、すごい赤字で、その赤字のなかで、双方があたふたとこじれて、もめ事が絶えない。だから、介護保険に統合、などという以前に、やはり、支援費制度の予算の仕組みや、介護保障の仕組みを再度話し合って、支援費制度として生き残る方向で策を出していくべきと思います。

さて、全身性の障害者の自立の介護というと、育成会も日身連も、その他、今、厚労省と検討している障害者団体としては、自立の介護保障については優遇されているという、うらやむような批判は述べても、ほとんどの団体は、5～6年前までは、「私たちの団体とは関係ない」というところで、全く無視してきたはずです。育成会は、施設作りを基本にして、家族の中で過ごす障害児者、知的重複障害児者を基本として、その保障活動をしてきたと思います。日身連は、大きい枠の障害者を対象として、障害者の就労というものを基本として活動してきた団体だと思います。その他の団体は、そのそれぞれの役割の中で、活動してきたと思います。

全身性重度障害者の自立の活動というと、一番大変な活動なので、他の団体は見向きもしなかったはずです。どこの団体も、自立なんて不可能、という意識だったと思います。全身性障害者の活動の、行政との基盤は、組合を基本として、協議会という団体が基本となって、全身性障害者の運動を続け、40年間かかって、その基盤を作ってきました。そうした中で、他の団体から、さも長年、全身性障害者の自立について手がけてきたように、もっともらしく議論が交わされること自体、ちゃんちゃらおかしく思います。いくら正しそうな理論を述べても、その理論は、中身のないものなのです。だからこそ、統合自体賛成という結論が出るのです。

さて、支援費制度については、障害者の措置制度から契約制度ヘということが謳い文句にされて、障害者の自己決定、自己判断という自立生活そのものを基盤において、その障害者の自立の人権を基本においたうえで、支援費制度は、障害者の介護保障として、作られて、実施されたはずです。実施するまで、2年間くらい、厚労省と組合、また、他の全国団体と、学者を含めて協議して詰めて、実施したはずです。その実施に至る経過の中では、支援費制度を、すべての障害者に対して、介護制度として、介護の必要な障害者に当てていくというような、そういう厚労省の意向や、障害者団体としての意向は、なかったはずです。

支援費制度の中の全身性日常生活支援については、東京都の全身性障害者介護人派遣事業と、また、国のヘルパー制度の自立障害者に対する自薦登録ヘルパーを受けて自立している障害者の自立の介護保障、その二つを基本として、自立障害者のために、支援費の中で、日常生活支援が作られたはずです。この日常生活支援が作られた経過の中で交わされた、厚労省と組合との確認の中では、その障害者の介護につく人は、ヘルパー資格については、努力目標にして強制はしません、その上での介護人のみなし規定です、という確認がされています。

また、自立障害者の介護の時間枠については、厚労省といろいろと意見を交わしました。時間枠を決めるについで、ケアマネを入れるかどうかは、ひとつに、自立の自己決定、自己判断というところで、介護時間にケアマネを入れて、その判定をさせていくこと自体、自立の自己決定、自己判断、自立そのものの生活権が奪われて、人権が全く無視されていくことになります。まして、脳性マヒの複雑な脳の運動神経障害の日常生活の介護なんて、全く医学の知識のない、その当事者の障害者と一度も接したことも、介護したこともないケアマネが、「ハイ、判定しに来ました」と、30分や1時間そこらで、できるかできないかと○×を付けるような訪問で、一体何が分かるというのですか。それで、あなたは何時間の介護が適当だと判定されても、自立障害者の人権を阻害するのも、いい加減にしてくださいといいたいです。

やはり、日常生活の介護人は、私たちが生きていくための動く手足です。その動く手足を、ケアマネという他者が来て、あなたが手足を動かせるのは、何時間までですよ、という判定を受けさせられること自体、全くおかしいことです。健全者の一般国民が、一人ひとり個別に、あなたの動く手足は何時間ですよと他者から判定されて、その枠しか自分の手足を動かせないとしたら、どうしますか。

やはり、公金を使うからといっても、手足を動かす自由は、憲法で保障されているはずです。動かす自由を、他者の決め付けと、ケアマネという資格の上で押さえつけていくことは、自由という憲法の理念から外れています。

ただ、確かに、ケアマネの必要な障害者もいます。ですので、ケアマネについては、その障害者と介護者との自己申告制にして、当事者からケアマネが必要だと要請されたら、それからそこに行って、判定を行えばいいと思います。自立の意思や能力の強い障害者の判定については、従来通りの、いつも接している福祉行政の役所の方と、障害当事者とがじっくり話し合った上で、ある程度の介護時間枠を出して、障害当事者のセルフケアマネージメントの自己申告制にしていくべきです。　　　　　　　　　

やはり、これが、自立障害者の、措置から契約、自己決定、自己判断という自立障害者の人権、生活権の確立という、基本的な介護の保障なのです。障害者の自立に関して、ケアマネが施行されたら、その時点で、自立障害者の手足は縛られてしまうのです。

厚労省と組合とのこのようなやり取りの中で、厚労省としても理解を示して、支援費制度の中では、ケアマネは入れなかったのです。また、組合と厚労省との確認事項は、支援費制度発足以降も、東京都の派遣事業や自薦登録ヘルパーのようなやり方でやっていきます、自立障害者の生活に対して、従来通りのやり方でやっていきます、自立生活について、不利益を被るようなことは一切しません、というのが、厚労省との確認です。

だけど、支援費の予算の上限問題のドサクサをいいことに、厚労省は、介護人に対して20時間研修の義務化を押し付けてきました。そういう中で、自立生活に実際に不利益を被っている自立障害者は、たくさん出ています。このこと自体、全く厚労省の裏切り行為です。

その土、ケアマネ導入なんて、自立障害者の生活権、その精神を、粉々に崩されていく行為なのです。やはり、ケアマネの導入については、
1 自立障害当事者の人間としての尊厳
2 生活権の剥奪
3 障害当事者の人権の問題、
このいくつかの問題については、ケアマネが施行されると同時に障害者そのものの人間としての基本的人格そのものがケアマネ施行と同時に全く奪われていくのです。
ケアマネの施行はもともと
1 予算の問題
2 制度政策を事務処理として手っ取り早く簡潔に進めていくため
3 機械的に平等公平というところで強行的に進めて結果を障害当事者に押し付けて不平不満を言わせないため
4 行政の事務処理を簡潔に施行していくため
5 ケアマネが判定したデータをコンピューターというブラックボックスにかけてそこでの結果を基本として障害当事者の介護の必要度を処理していくため
これらの問題点を簡単に言うと行政という管轄の中で個々に介護の必要度に対していろんな介護の必要度の問題を抱えてやっていくことはめんどうくさい、だからいっその事介護の必要度のマニュアル化の書類を作ってケアマネに障害者の所に当てて判定させてコンピューターにかけて冷たく少しでも切ってゆこうということなのです。
介護保険はこのような施行で5段階の決定をされて下ろされていますが厚労省の意向としては障害者の介護保障のケアマネ導入も高齢者の介護保険と同じ基盤のケアマネを施行して判定を進めていくということも言われています。そうだとしたら障害者の介護保障、支援費制度そのものがそこにケアマネが施行されたと同時に、支援費制度そのものが高齢者の介護保険に自然に統合という形で、介護の判定をされて決定されてしまいます。そして、長時間介護の認められている人はケアマネ導入同時にどんどんと切られていくのです。やはり、自立障害者の介護保障についてケアマネは受け入れたら高齢者の介護保険の統合に進んでいくし、自立障害者そのものの人権や生活権の人間としての生きていく尊厳や存在が、まったく健全者や行政の管轄の中で奪われていくのです。
さて、厚労省はケアマネと共に長時間介護の必要な障害者については、医者を基盤とした介護の審査会を実施主体において、そこで介護の必要度に対して判断の決定をさせていくということです。その辺非常に問題なのは、全身性障害者まして脳性麻痺系統の脳の中の運動中枢神経をやられている重度の全身性障害者は、いつ何時その障害による痙攣、硬直、緊張、アテトーゼがおこるかわかりません、これはつきものです。その結果の中で頚椎や腕や腰の軟骨も磨り減っていて苦しんでいる障害者は沢山います。そういうところで、医学の知識も経験もないケアマネが介護の○×のマニュアル化を持ってきて「はい介護の判定に来ました」といって何を判定するのか?しかも痙攣や硬直は何時に起きるか、一日何回起きるか、その日その時その場によって、その自立障害者にしか自分の介護の必要度なんて分からないのです。そういうところで、全身性障害者の自立のケアマネ施行についで、どういう意味があってどういう判定をするのでしょうか?また、医者の審査会の判定についでもケアマネの判定のマニュアル化を基本として介護の時間を決定するということを言われます。まったく、書類のマニュアル化だけを見て医者が決定するなんてふざけるなと言いたいです。それならいっその事、自立障害者の全身性障害者についでは、ケアマネは一切入れずに今までどおりにその障害当事者と行政機関の直接の話し合いで決めるべきです。今までの福祉制度政策に関しては福祉行政の方とまず話し合って、福祉政策にはそれぞれの障害機能の種類によってその項目が分かれていてその頃目によってマニュアル化した原則の枠があります。そこに、当てはまらないと日常生活機器などは特殊として判断されて医者の判定機関に置かれてそこで決定されていきます。だけど、介護というのは日常生活器具とは全く違う類型です。今までは福祉課の裁量権によって、また生活保護の特別基準の介護加算については個人個人の障害当事者の介護の必要度は直接障害当事者の生活にあたるケースワーカーとの話し合いの中でケースワーカーと障害当事者の意向に基づいてそこで医者の判断に委ねて介護の診断に応じて来ました。公金を出すからといって障害当事者の人権や人間の尊厳そのものを縛り付けていくなんてとんでもないことです。ですので、自立障害者の重度で全身性障害者の介護のケアマネ施行については断固として反対です。欧米の福祉国家といわれるところでは、ケアマネについてはイギリスとアメリカがケアマネ導入についでは国家予算の縮小と介護時間の締め付けをさせていくためにケアマネを入れているそうです。あとの、福祉国家はほとんど医者だけの判定機関の決定で済ませているとも言われています。
【２】

さて、私たちは障害者の介護保障として支援費制度だけは、いかなる論議を交わされて述べたとしても存続していかなければなりません。支援費制度を無くすか無くさないかは、支援費制度についての私たちの意向や障害者の介護制度としての支援費制度を呑ませるという態度にかかっています。まず、限られた予算の中で支援費制度を認めさせていく為には、私たち自ら支援費制度の縛りを検討していく必要があります。高齢者の介護保険や、その対象者の予算に比べたら障害者の介護の予算は多寡が知れています。だけど高齢者1人に出す予算と障害者1人に出す予算とでは障害者の方が4～5倍近い予算が出ている。そこでは国民に不信感をもたれるのは当然です。このまま、社会全体の人々に不信感をもたれていけば「国家予算の不平等」と大きな問題となっていきます。そこでは当然、障害者の介護の保証は今の半額以下の1/3位の締め付けになっていくでしょう。福祉学者を、ここで論破しても世論の声には絶対に勝つことはできません。確かに介護保険の基本は家族支援策です。障害者の介護保障は自立を基本としてノーマライゼーションの支援策です。そこでは全く考え方が違います。しかし、世論の声は、「私たちの税金で生かしている」という感性です。障害者基本法に生活権と、うたわれていますが、世論にとってはそんなものはあってないようなものです。これから障害者の介護保障の額が公になればなるほど、世論の意識から厳しい締め付けや切捨てに遭う現実が待っています。つまりこれからは、「世論の意識」という厳しい時代に入るのです。私達から見れば私たちの命それを維持していくために行政は必要な経費は必要として認めていくというのが当然ですが国民(世論)から見れば当然ではないのです。支援費が出る前までは、東京都の市区町村で介護保障が24時間出ているのは17市区町村でした。残りのほとんどは全身性派遣事業の34万円～35万円で、全身性といってもこの額で自立してきた人はたくさんいます。支援費以降その額が2倍3倍とも増えていったのが支援費制度のそもそもの性格だと思います。例えば東京都北区だと支援費前と支援費以降では時聞も回数も現状維持で、日常生活支援のみで1日16時間として月に30～40万円位の予算が1人の障害者に増えているのです。それが身体介護・移動介護と日常生活支援の中に組み入れられて突出して出されている区市町村では1人の障害者に対して月50万以上予算が増えています。それが24時間となると1人100万位月に予算が増えるのです。また支援費前は移動介護も含めた全身性派遣事業でした。日常生活支援はそこを基本として制度化されたものです。支援費の移動介護を減らして日常生活支援で生きていく介護が保障されたとしても、支援費の移動介護の時給が高いからといって、そっちを要求していく。また、支援費前は、地方では派遣事業が無かったのでガイドヘルパーの移動介護を、障害者の生活の介護料として保障させてきたまでです。やはり障害者の生活の介護というところで、移動介護というのが別にあること自体とってもおかしいことです。

私の意向としては、介護保険との統合は反対。支援費制度を貫くとしたら身体介護も移動介護もなくして、日常生活支援1本にするべきです。やはり、一番介護の大変な障害者の介護が身体介護の半額、このことはおかしなことです。また、日常生活支援費では、へルパー業者や事業所では、事務所経費等が出ないというなら日常生活支援の時間単価をいくらにすれば経費が出るのかそこは考えていかないとなりません。行政が厳しいといっても介護料を多く出している区市町村もあります。青天井に近い状況です。このままでいくと世論も納得しないし、介護保険との統合に持っていかれます。支援費制度存続していくとしたら、ある程度一人一人の障害者、また、そこに係る介護者は介護料の単価の予算については自らEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(たが),箍)をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(は),嵌)めていくしかないのです。EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(たが),箍)をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(は),嵌)めると言っても生活や命が基本です。そこは、譲れない線であることは確かです。だけど身体介護・移動介護・日常生活支援とある中でそこを楯に青天井で要求している人は、意外と沢山いるのも現実です。また、少し介護そのものの分析も必要かなと思います。

問題発言と思いますが、身体介護・全身性介護というのは、破壊された動かない手足の補助器具としての役割が基本の介護であり、破壊された体の機能の苦痛から情緒不安ということが起こってくるのです。精神障害者については破壊された手足の介護という物理的な介護ではなく、破壊された心のケアーの介護が基本であり、その次として生活援助等の物理的な配慮が必要となってくるのです。ですから身体介護と精神障害者の介護とは基本的に違うと思います。また、病院の看護は、病気を治すことが目的であり、介護というのは自立生活＝疾病の機能を補助するということが目的であります。今まで、弱者の人権保障は、主に医療法また高齢者法・精神障害者法・身体障害者法とそれぞれの制度法の基本的理念の下でそのものが守られてきました。また、医療法の管轄の中では精神障害者は強制措置という対象で保健所の管轄でした。全身性障害者は身体障害者法が基本として、そこに療育という医療面も含み、身体障害者福祉課という管轄の中で行なわれてきました。この問題は府中療育センターの闘争の中でも、身体障害者は医療法で管理するべきか身体障害者法という福祉法で管理していくべきかが、問題の焦点でした。この辺非常に難しい問題です。今まで、それぞれの法の下で行ってきた福祉政策が基礎構造改革という一言で、何もかも統合という、ひとつのかさの中で制度がひかれて行われていく、このこと自体がおかしなことです。ですから介護保険との統合についてはあくまでも反対し統合させてはならない問題なのです。

全身性障害者の介護保障の基本は、身体障害者福祉法を基本理念とし、支援費制度の利用については障害者の自己決定権・自己判断できることが基本です。支援費制度を守っていく理由はここにあるのです。その為には、私達自らが介護の予算を、自粛していくという気持ちを持たないとなりません。なにも介護生活を厳しくしてゆけというのではありません。支援費制度が発足する前の原点に戻って考えるならば、障害者一人一人に出ていた介護料の範囲の中で、それぞれが介護体制をやり繰りしながら維持してきた事を前提とし、予算そのものを縮小するような制度の仕組みを検討して厚生労働省にあげていく必要があると思います。確かに、新たに支援費制度をはじめた事で沢山の障害者が保障され救われました。これこそが支援費制度ができた理念と成果です。だけれど支援費制度は国庫金だけに予算の枠があり、青天井という支給の仕方はされません。支援費制度前は、へルバー制度の予算は国家予算では黒字だった思います。また高齢者の介護保険は何兆円ですが、支援費制度はその何分の一で、たいした予算とは言えません。だけど支援費制度の統合の理由が世論をだまして予算の口実をつけて世論を障害者の介護保障に敵視するようにそむけていく社会の背景の中では考えていかないとならない問題です。私は基本的には包括支給(介護保険支給方式)は反対です。だけど、自立している全身性障害者といってもそこには、障害者の意向でさまざまな生活のスタイルがあります。業者を通さずに自分で介護者を見つけてやってきた方、基準該当適用の仕組みをなくしてやりたい方、また全身性介護といっても、その障害者の意向に沿ってさまざまな生活スタイルがあります。その介護体制のスタイルによって、月に20万円～35万円位で介護者を組み入れてやれる人もいます。現に東京都の派遣事業の当時の中では余分な事務経費を除いてその額で自立を行っていた全身性障害者は沢山いたはずです。その代わり介護者に、ヘルパー資格も間われずに、パーソナルアシスタント・ダイレクトペイメント方式(障害者の自己決定というところで予算のかからないやり方で、やってこれたと思います)包括支給という枠付けは反対ですが、また障害者の介護の必要度と自己判断を基本として介護料は支給するということは当然ですが支給するやり方は検討する余地があると思います。業者や基準該当を通さずに支給するやり方、ダイレクトペイメント・パーソナルアシスタント方式を望んで自立していく方、予算が1/3または半額の予算が軽減されて支給の対象となる方、または業者や基準該当適用でないと自立できない方、様々な障害者のスタイルによってそのスタイルに合った介護料の様々な支給の仕方で介護料を支給していくダイレクトペイメントを基本に置いた介護料の支給の仕方をすればすごく予算自体も軽減されていくと思います。全身性障害者の自立というと、業者や事業所からへルパーが派遣されて生活や命が管理されて保障されていくという事が当然になっていますが、果たしてそれが障害者の自立といえるのでしようか?ノーマライゼーション・障害者の自己決定権・生きていくという信念、それらが無くなっていると思います。そういうところで障害者基本法が通ってもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(うた),謳)い文句に過ぎません。障害者の自立とは世論に対して平等の体系を作るというところにあるのです。介護料だけ高くても全身性障害者が地域で自立していることの意味を理解しない社会や国民の態度の中では、介護する人自体も出てきません。後はお金で障害者を利用して、介護者が増えていくだけです。その辺、支援費制度と全身性障害者の自立というところで考えていく必要があると思います。

【３】

さて、支援費制度という居宅支援サービス、介護保障制度は、1，身体介護・2，家事援助・3，移動介護・4，日常支援と4項目に分かれています。この支援費制度の制度案の初期は、厚労省の意向としては身体介護・家事援助・移動介護という3項目でした。そこを厚労省と組合との相当なやりとりの事務折衝の中で、日常生活支援制度を厚労省としては認めざるをえませんでした。一つに全身性障害者の介護については、厚労省と組合の関係の中でl0年前に「全身性障害者の自立の介護については、その障害者個人の介護の必要度に応じて認めていきます。」という確認がなされていたからです。それを身体介護というところで一本にしぼっていくことは国家としての介護予算上不可能です。その当初国の身体介護のヘルパーの時間給はl420円がベースでした。だけど、その辺、都道府県や区市町村の意向によってさまざまな時間単価で支給されていました。その当時は国の意向はl420円で全身性障害者の介護の必要度に対して認めます。という確認でした。その中には移動介護も含まれていました。支援費制度の性格や、その時間給の額の設定は高齢者の介護保険という制度をにらんでの性格です。民間導入・民間委託となればそこでは当然、事務経費のマージンも含めて国から支給されないとできないことです。そこで、l420円から4300円以上に時間単価が身体介護というところで一体化にされてもそこでは厚労省のすることはl420円で24時間保証されていた人を3分の1の介護時間に減らしてくるということです。全身性障害者というと見守り介護が欠かせないのです。そういうところで介護時間が減らされると自立生活そのものができなくなります。また、身体介護というところで、いろんな障害機能や種別をひとくくりにしてその単価を一つの額に決めたらどうなっていくのでしょうか?今までの福祉の障害者の保障というと障害種類別、機能別に保障されてそこが確立されていたからこそ全身性障害者の自立ということも可能だったのです。福祉制度というのは障害種類別、機能障害種類別に保障されてこそ、そこに全身性という重度障害者の保障が手厚く保障されて自立という道も可能になってきたのです。

さて、身体介護の4000円いくらの一本化より、全身性日常生活支援を組み入れたことによって、その日常生活支援だけが身体介護の時間給の半額2000円弱に時間単価が落とされていった。この時間単価が落とされたことに関して多くの障害者団体から組合の団体に対して強く批判の声が高く上がった。この辺、皆さんに特に深く考えてほしかったのは障害者の介護の時給がただ高ければいいということでは障害者の命は守れないのです。一つに、身体介護で時間単価4000円いくらと厚労省が決めても、国が皆さんに出して来ている現行の時間枠は、実施主体は、その時間枠では予算は絶対につけてこないということです。身体介護の一本化の時給を認めていくことで介護保険の介護の仕組みが強制されていくという、トイレ何分、食事何分、風呂何分という、そういう身体介護というところで強行に締め付けられて最低ラインの介護時間に抑えつけられていくということです。身体介護が高額の時間給の中では、見守り時間なんて絶対につけないことははっきりしています。組合と厚労省の事務折衝の中で特に見守り介護を強く強調して激しいやり取りもして、全身性という枠の項目を作れと強く折衝してきました。そこを認めるなら身体介護の時間単価より多少低くても、現行維持の、24時間の時間枠だ！保障しろ！とやり合ってきました。だけど身体介護の半額でいいとは組合は言っていません。

さて、皆さんの団体の中でたとえ現行の24時間枠が半額に、落とされても4000円くらいの身体介護の額でつけてくれて、事業所に任せてくれれば、そのほうがその半額で障害者の介護の必要性に応じて、やりくりできていいという事業所の発言もありました。この辺すごく考えてほしいのは、その個人の障害に対して行政から介護労働に対して時間単価が出てくるのです。営利の基本とする業者や健全者を中心としている健全者労働・権利を高飛車に出る事業所は労働者の権利として4000円いくらを介護労働の対価として取って実施主体が半額に落とした介護時間の時間枠しか介護者を派遣してこないことははっきりしています。また半額で事業所が障害者の介護の穴埋めのやりくりするといっても、そこの事業所に見守り介護も含めて生活介護に対して、ひとつひとつ縛りも無く従来の現行時間枠は保障されて行政から個人個人に決定された時間枠は業者も事業所も、その決定された時間はヘルパーを派遣しないとならないシステムだからこそ自立そのものが維持されていけていると思います。やはり障害者の介護保障は事業所の裁量や温情に持っていかないところで私たちの自立の確立があるのです。

さて、本題に入ります。支援費制度は、全身性障害者の自立の介護保障として絶対になくしてはなりません。だけど、そこで一番問題なのは予算の問題です。その辺の予算の問題を私たち自らその予算を自粛してゆくような検討案を私たちが協議して提出していかない限り支援費そのものが廃止に追い込まれていくと思います。支援費制度の予算の自粛といっても、現行の個人に保障されている額を下げるということではないのです。事務経費を含めて出ている、その介護料の保障の額のその中で事務経費を自粛するという形、例えば身体介護で24時間という額を出せば月額360万円から380万円といわれています。そこから業者によって200万円くらいの事務経費が取られて介護人に渡るのがl60万円から180万円です。24時間の全身性の障害者は、自薦ヘルパーを6名くらい置かないと24時間という介護体制を組んでいくことは不可能です。160万円の額を6名のヘルパーで割ると266,600円くらいです。ボーナス、退職金、社会保険という額は一切含んでいません。だけど国民平均月収は35万円から45万円です。平均月収にも満たない中で、事業所の経費の200万円からそこの事業所の家賃や事務所経費ケアマネや会計士という人件費、まったくこのような無駄な予算だけが費やされていく、このような無駄なシステムこそが障害者の介護の予算に重く覆いかぶさっているのです。この辺で言えば日常生活支援はその単価で業者の引き受けがないといっても、そこからマージンをとるという以上同じ類型です。だけど、ここで考えていかなければならないことは、事業所はすでに障害者の自立には欠かすことのできない存在になってしまったということです。一切の利益や無駄なものを省いて事業所として動いていく事務経費としていくら予算があれぱ動いていけるのか、そこは事業所をやってきた皆さんなら予測がつくと思います。日常生活支援で介護料を含めて2500円から3000円の時間単価の額であれば、事業所の経費も落ちて動いていけるかと思いました。現在の支援費についでは身体介護の時間単価が高くて、きつい労働の日常生活支援がその半額また日常支援の単価が安いということで移動介護時間を沢山増やせというところで市区町村と対立していくような動きもあり、この辺まったくおかしなことです。介護保障の時間枠は行政が決定するのでその額についでは、日常生活支援という見守り介護も含めて一本に絞っていくべきと思います。家事単価は別として、身体介護も移動も廃止して日常支援で2500円～3000円でいくということも考えて見なければならない状況です。さて、身体障害者、全身障害者の自立生活というところでは、さまざまな介護体制の仕組みで自立生活をしていくという障害者が殆です。そもそも、介護保障に国庫金の予算をつかうからといって、障害者の介護保障について業者にその予算を委託して業者というところでヘルパーの派遣を一本化するという必要はないと思います。このような人間の生活を縛っていくような一本化はまったくおかしなことです。このような一本化の中で、予算の無駄が沢山飛んでいくのです。多分このような一本化の枠を外せば、現在の突出している予算は2分の１から3分の１に減らしていくこともできるはずです。身体障害者、全身性障害者の様々な自立生活の意向についてまず、そこを行政がきちんと認めてそこから介護保障の様々な支給のやり方をしていくべきと思います。確か、支援費発足の前は介護保障の責任を民間業者に放り出すのでなく自立障害者と市区町村との窓口で、市区町村が責任を持ってやっていけという自立している障害者が沢山いたはずです。そこを認めていれば無駄な新たな事務所作りの予算も削除できたし、その事務員も区役所の職員ですので事務処理も手際よく行きます。

また日常生活支援の時給単価は身体介護と同等にして障害者の介護の必要度の判定によって見守り介護の必要な障害者については見守り介護時間を含めて出させていく、その辺日常支援の時間単価の額をいくらにするかによって身体介護の高額の時間単価も縮小できます。また介護の受け入れ方によっては、介護料の時間単価の支給の差をつけていく

1， 介護料の支給の手続きは市区町村が請け負っていく

2， 介護料の支給は市区町村が民間業者や事業所に請け負わせて障害者もその事業所からヘルパーを派遣してもらって自立生活していく

3， 全身性の重度障害者の自立において意思疎通の全く大変な障害者は業者へルパーの入れ替わりの激しいヘルパーが派遣されても意思疎通ができなくて自立生活そのものは不可能です。そういぅ所でそのような障害者の自立生活においては、その障害者は自分の特有な介護を専門職としてやっていくという職員を5～6名雇い受け入れていかないと自立生活そのものができません。そこでは身分保障、社会保険という保障を確立して雇用していかないと単なる時間給だけでは全身性の重度障害者の介護のきつい仕事に勤めるという介護人の体制は全くつくれないのです。身分保障の単価を含めて時間単価も出させていく、その単価も日常生活支援の時間単価で出せそうに思います。

4， 業者や事業所を通さずに介護者の体制を組んで自立していける人については、事務経費を除いて時間単価だけで支給して行くことで軽減できます。そこでも介護料の予算が軽減されていくと思います。

5， 包括払いについては、その方が自立して行きやすい障害者もいれば自立が出来なくなる人もいます。一概に、こうだと言えない面が有ります。いずれにしても包括支給については、事業所経費は含まないという仕組みが基本です。

いずれにしても様々な介護の支給の仕方があります。その辺に日常生活支援の単価で自立障害者の障害に合った、それぞれの自立の意向で介護料を様々な単価で支給していく、支援費そのものの予算はとっても軽減されていくと思います。

さて、基準該当適用という、その予算の仕組みの中で、とっても不正や不公平の介護料の使い方がおこっています。同じ時間単価によって、その予算は介護人と組んで事業所の経費は好き勝ってに使っていけるという事です。

【資料１】
全身性身体障害者日常生活居宅支援費に対する時間給の額の変更制度案
全国公的介護保障要求者組合　委員長　新田勲

さて、身体障害者の介護保障である居宅支援費制度が発足して、2年を経過しようとしています。この経過の中で、予算がかかるということで、障害者団体と厚労省との間で、すったもんだしたあげく、こじれ続けてきました。

また、この支援費が始まって間もないのに、予算の都合で、高齢者の介護保険の中に支援費を統合するという厚労省の声の中で、そこでも、障害者団体から統合反対ということで、大変もめています。

いずれも、小泉政権による、弱者の福祉予算切捨て、国家予算削減、国民の自己責任というところで、弱者は追い詰められています。最初はこの声に世論も関心をもって、報道機関でも取り上げていましたが、その世論の声も、下火となってきています。逆に、高齢者の介護保険の額より、支援費のほうが手厚い額の保障なので、国民平等公平というところでは、世論の声そのものも、障害者の手厚い介護保障について、少しずつ反感をもって、報道機関も、障害者の味方になるような記事の書き方は、だんだんしなくなりました。そういう中で、障害者団体が動いても、国会議員も厚労省の反応も薄くなり、相手にしなくなってきているように見えます。

ただ、こっちも、具体的なきちんとした制度案ももたず、また示さず、向こうの出してくるものに対して反対反対といっても、世論は不信感を持つし、行政自体も相手にしてこなくなるのです。いくら何千人の集会をもっても、世論を説得できるようなきちんとした制度案をもって、筋の通るような額を示さないと、世論はついてきません。いくら全身性の医療を含めた自立障害者の介護料が、月に400万近くかかるといっても、病院の入院なら国民は納得するけど、居宅の自立において、月400万と聞いたら、反感をもたない国民はいません。障害者の命といぅところでは、当然の権利ですが、社会世論の中で生活しているのです。400万と聞くとドヒャーとなります。そこで居宅支援費制度に対しての時間単価の変更案としてですが、現行の居宅支援費制度は現在4類型に分かれています。身体介護、家事援助、移動介護、日常生活支援となっていますがその4項目を日常生活支援と家事援助と移動介護の3項目にする。時間単価については、日常生活支援は夜間・早朝・交通費・福利厚生・労災を含めて最高ライン2500円とする。また移動介護に関しても視力障害者と知的障害者、全身性障害者に限るとし、同じく2500円とする。家事単価は現行の時間単価にする。

さて、日常生活支援の2500円を一律の線として置きその2500円の中でそれぞれの自立障害者の意向によってそこで自己の生活の介護保障を選んでいく。

1，包括払いのような支給の形のほうが介護人を自由に取り入れて生活がしやすいという障害者については介護料の支給をそこの区市町村が責任を持って行い窓口の管轄を区市町村にする。その代わり区市町村の事務経費を除いて時間単価は夜間・早朝・交通費を含めて1600円にする。
この1600円の時給の中には福利厚生・労災の保障は含まれていません。
２，または全身性の重度で言語によるコミュニケーションが難しい障害者については、その障害に慣れた介護者でないと自立生活すること自体も全く不可能なために自薦介護人と言って、その障害者に特有な介護者を雇用しないとならないので、その介護者に福利厚生・労災をつけないとなりません。
３，区市町村が介護料の窓口となったときは、区市町村の非常勤として2500円の時間単価の中で時間給1700円とし、自薦登録の特有の介護人として別途に福利厚生・労災についてはつけていく事。

４，民間業者や事業所に委託することについても日常生活支援の時間単価1500円に一本化して身体介護も全身性の介護も事務経費を含めて請け負わせていくこと、民間事業者が請け負っていく場合は、時間給はそこの事業所が決めて後は上記と同じで重度の特殊な介護人については福利厚生・労災をつけていくこと。なお、日常生活支援の2500円の中で移動介護も行う。
さて、2500円で重度障害者を多く受け持つ事業所は2500円でやっていけないとは思いませんが、過疎地になると2500円では事業所はやっていけません。そこは事業所でやっていこうというものについては国や都道府県や区市町村の交渉の中で締りのきつい助成金を事務経費として出させていくしかないと思います。後は介護料の支給やヘルパー派遣をそこの区市町村の窓口にしていくか、または自分の介護者を見つけていくか、いずれも2500円の時間単価で選んでいくしかないのです。施設、グループホーム、重度療育施設、福祉作業所、これらの入所者に関してもこれらの施設の経費を含めて時間単価2500円の一律の居宅支援費の2500円の額と公平にしていく。また、介護が24時間は不必要で障害者の個人の生活にプライバシーの妨げになって障害者が用事のあるときだけ来てもらえばいいという障害者の自立生活については、そういうすぐ来れるようなヘルパーの待機の事務所を作ることは予算的に不可能なのでグループホームまたはケア付団地に入居して住むか、または個人的にその様な介護者の体制を作っていくか、この辺は強制をするまでもない事です。上記の建物の経費の予算は別とすること、またアメリカなどはケア付団地というものが建てられて、一階はヘルパーや管理人の事務所でカメラも所々についていて転んだり、用事があるとき呼べばすぐ飛んでくるという体制がとられています。

さて介護と看護はその内容が違います。看護というのは病人の治療の手助け、それが看護です。介護というのは障害者の疾病に対してその自立生活を補っていくのが介護です。支援費制度はその為の制度です。日常生活の中で障害が重い人は24時間の介護の中でその3分の1ぐらい医療行為があるのはごく当然のことです。

その全身性障害者に対しては見守り介護の時間も含めて時間単価一律、2500円を24時間介護保障していく、それ以上高度の医療行為が24時間かかせない自立障害者については、例えばALS患者のような特殊な高度の医療行為が不可欠で介護人もその技術が必要な自立障害者については、支援費制度の2500円に医療行為の看護料を上乗せして時間単価を査定していく、この時間単価についてはどういうところでその医療行為が必要かそこを明確にして個人個人病院の診断書を提出する。介護保障の時間単価と看護の医療行為の技術単価とを含めて別枠として保障させていくべきです。

さて私たちの団体として自ら世論が納得する説得できるような思い切った介護保障そのものの縮小という制度変更案を出さないと確実にl000円以下の時間単価に下げられて見守り介護そのものも廃止となっていくのです。今後ヘルパー資格の1,2,3級を廃止して、専門職のヘルパーを作るということで介護福祉士に一本化するということは、そういう意味なのです。なお高齢者の介護保険は、社会に貢献してきた人への代償として、介護というのが保障されていくものです。障害者の介護保障というのは、その動けない者に対しての援護策、救護策なのです。そこは国家の国民として、人権という法律の中で福祉という弱者を援護、救護法で、国民公平というところで、国家が保障しなければならない問題ですが、だけど福祉という弱者の援護、救護策に対して、国家の経済の流れや利潤、資本、その業者の勝ち負けのシステムと福祉という理念とでは全く相受け入れないのです。福祉というのは労働の能力の欠けた者で利潤をあげることの出来ない人間に対しての救護策として、福祉という理念があるのです。だけど、その弱者を救護する援護策が援護という保障そのものが能力の持つ健全者に弱者が食い物にされて、肝心の弱者が救護されないという時代にどんどん入っています。簡単にいうと支援費制度が発足して以降、障害者のところに介護に入り、その健全者は労働権利というところで障害者の論破できないことや、介護者のいないことをいいことにして、強く高い時間給を要求していく、そういう介護者も増えて気にくわないと辞めていく。また、そういう事業所もあります。やはり、国の経済の利潤や資本を基本におけば、そこで一番弱い者が苦しめられて泣くのです。この辺少し考えて例え時給が縮小しても世論あっての弱者の命です。

【資料２】
厚生労働省障害福祉課長殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2004年12月1日

要  望  書

全国公的介護保障要求者組合　委員長　新田勲

貴省貴課におかれましては、日々福祉にご尽力いただきありがとうございます。

さて、身体障害者の介護保障である居宅支援費制度が発足されて、2年を経過しようとしています。この経過の中で、予算がかかるということで、これまで、障害者団体と厚労省との間で、すったもんだしてこじれ続けてきました。まだこの支援費が始まって間もないというのに、予算の都合で、高齢者の介護保険の中に支援費を統合するという厚労省の声の中で、そこでも、障害者団体から統合反対ということで、大変もめています。

また、この10月には「改革のグランドデザイン」が出されましたが、在宅サービス改革の実施時期や認定審査会、応益負担方式などの様々な問題があるので、要求者組合としては、このグランドデザインの方針は受け入れることができません。

いずれも、小泉政権による、弱者の福祉予算切捨て、国家予算削減、国民の自己責任というところで、弱者は追い詰められています。

そこで、居宅支援費制度における時間単価の変更を要望します。

①　現行の居宅支援費制度は、現在4項目に分かれています。身体介護、家事援助、移動介護、日常生活支援となっていますが、その4項目を日常生活支援と家事援助と移動介護の3項目にしてください。

②　時間単価についでは、日常生活支援は夜間・早朝・交通費・福利厚生・労災を含めて2500円としてください。また、移動介護に関しても、視覚、視力、自閉症、多動症障害者、重度障害者に限るとし同じく2500円とする。家事単価については、現行の時間単価に据え置いてください。

日常生活支援の2500円を一律の線として置き、その2500円の中で、それぞれの自立障害者の意向によって、そこで自己の生活の介護保障を選んでいけるようにする。

民間業者や事業所に委託する場合、一本化した日常生活支援の時間単価2500円で、身体介護も全身性の介護も、事務経費を含めて請け負わせていく。民間事業者が請け負う場合は、時間給はそこの事業所が決めて、重度障害者の特殊な介護人についでは、福利厚生・労災をつけていく。

施設、グループホーム、重度療育施設、福祉作業所、これらの入所者に関しても、これらの施設の経費を含めて、時間単価2500円とし、居宅支援費の2500円の一律の額と公平にしていく。

また、介護が24時間は不必要で、個人の生活やプライバシーの妨げになっていて、用事のあるときだけ来てもらえばいいという障害者については、そういうすぐ来れるようなヘルパーが待機している事務所を作ることは、予算的に不可能なので、グループホームまたはケア付団地に入居するか、または個人的にその様な介護者の体制を作っていくか、この辺は強制するまでもない事です。上記の建物の経費の予算は、別とする。アメリカなどでは、ケア付団地というものが建てられて、一階はヘルパーや管理人の事務所で、カメラも所々についてて、転んだり用事があるときは、呼べばすぐ飛んでくるという体制がとられています。

③包括払いのような支給の形のほうが、介護人を自由に取り入れて生活がしやすいという障害者については、区市町村の事務経費を除いて、時間給は夜間・早朝・交通費を含めてl600円とし、介護料の支給は、そこの区市町村が責任をもって行い、窓口の管轄を区市町村にするよう、都道府県に指導してください。なお、このl600円の時間単価の中には、福利厚生・労災の保障は含まれていません。

④　重度の全身性でコミュニケーションが難しい障害者については、その障害に慣れた介護者でないと、自立生活すること自体も全く不可能なために、自薦介護人という、その障害者に特有な介護者を雇用しないとならないので、その介護者に福利厚生・労災をつけないとなりません。区市町村が介護料の窓口となったときは、区市町村の委託介護人として、2500円の時間単価の中で時間給l700円とし、自薦登録の特有の介護人として、別途に福利厚生・労災についてはつけるよう、都道府県に指導してください。

⑤　さて、介護と看護とでは、その内容が違います。看護というのは、病人の治療の手助けをする、それが看護です。介護というのは、障害者の障害に対して、その自立生活を補っていくのが介護です。支援費制度は、障害者の介護の為の制度です。日常生活の中で、特に障害が重い人は、24時間の介護のうち、3分の１ぐらいの医療行為があるのは、ごく当然のことです。その全身性障害者に対しては、見守り介護の時間も含めて、時間単価一律2500円を24時間保障し、それ以上の高度の医療行為が24時間かかせない自立障害者については、例えばALS患者のような、特殊で高度な医療行為が不可欠で、介護人にもその技術が必要な自立障害者については、支援費制度の2500円に、医療行為の技術料を上乗せして、時間単価を査定してください。

この時間単価については、どういうところでその医療行為が必要か、そこを明確にして、個人個人、病院の診断書を提出するようにします。

介護保障の時間単価と、看護や医療行為の技術単価とを含めて、別枠として保障させていくべきです。

以上5点についで要望します。
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